


























第３３号（２００５年）２３３－２５６頁に，「«État de droit» et pouvoir normatif autonome
des collectivités locales au Japon」と題して掲載した。さらに，この報告を書き
直してより精緻化したものを，次に示すようにフランスでも発表している。Hi-
roshi OTSU, «‘État de droit’ contrôle juridictionnel de légalité et pouvoir normatif








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































b) 地方分権制当局 (autorités décentralisées) の権力の性質
前述の１７８９年のデクレは「市町村権力」を語っていた。１８２２年にアンリオ
ン・ド・パンセィ (Henrion de Pensey) は「市町村権力について」という表題
７） CC〔no〕82-146DC, 18nov. 1982, AJDA 1983 p. 80, note J. Boulouis, RDP 1983 p.

















































































１１） この分析につき，M. Joyau, De l’autonomie des collectivités territoriales françaises,

































































































































１２） CC no 77−87 DC du 23 nov. 1977.
















































































































































































































































































・ ・ ・ ・ ・
こるからであるが，それは，ここで問題となったのは権限そのものの再配分だった




































J.-M. Pontier, «La loi organique relative à l’expérimentation par les collectivités territoria-




























































































































































































































































































































































































































































この報告については，J.-M. Pontier, «Le dix-neuvième rapport sur le contrôle de lé-
galité», Rev. Adm. Juillet 2005, no 346, p. 388を参照のこと。
３０） 適法性統制に関する第１９報告と前掲の拙稿のコメントを参照のこと。
地方分権と法治国家
（１２４）・４３
点にとってそれはあまり重要なものではない。
逆に別の数字を挙げるとすれば，知事の提訴による訴訟率のそれである。す
なわちそれは，各年次における行政裁判所に対して国家代表が行った提訴数と
地方当局によって伝達された行為の数との間の比率である。この比率は，最大
で０．０４５％（１９９４年），最小で０．０２２％（２０００年）の間の幅で変動している。
もしもっと意味のある比較をするならば，最高値においては２０００行為の伝達
に対して１，最低値においては４０００行為の伝達に対して１となる。この数字
は極端に小さい。その理由の一つとしては，地方公共団体の数が極めて大きく，
そのため当然に行為の数もそれに応じて増大することが挙げられる。しかし理
由はそれだけではない。
b) 統制の困難性と実施された解決策
適法性統制に関する上述の報告は，知事によるこうした統制の行使が次第に
難しくなっていることを示している。その理由は以下の通りである。第１に，
今後の法的環境にとっては，専門家による法的査定能力を発達させることが必
要になるからである。地方公共団体の権利は相当程度豊かになり，同時に複雑
化する。小さなコミューンは，都市計画や公用調達のような，命令によって規
律される性格の極めて強い，それゆえ微妙な分野に関わる行為を行う能力を備
えた職員を持っていない。だが国家の諸部局も，行なわれるべき統制にあふれ
ており，知事は，とりわけ農村地帯の県の郡庁において，統制を確保しうるよ
うな能力を持った職員の数の不足に不満を述べている。他方で，知事は統制と
並行して，地方当局に対する助言活動も発展させてきた。
この助言活動は，地方公共団体にとって極めて有益である。しかしそれはい
くつかの不都合も生み出している。１つには，それが統制を担当する役人の活
動の４０％～５０％を占めており，したがってこれらの役人は本来の意味での統
制にあまり時間をかけられないことである。もう１つには，こうした活動が，
地方公選職に対して，誤って彼らの行為が適法であるかのような意識を与えて
しまう可能性があることである。もちろん，そうした行為がなされる前
 
に
 
行わ
れるこうした助言活動は，この行為の「適法性の証明」にはならないのである
成城法学７８号（２００９）
４４・（１２３）
が，地方公選職は後に自分たちの行為が無効にされた場合，理解しがたいと感
じるようになる可能性がある。
こうした難点を一時的に抑えるために，いくつかの解決策が採られた。これ
らの方策はそれを評価するにはその採用があまりに最近過ぎて，今のところ結
論を示すことは不可能である。解決策の１つは適法性統制の「権限の極３１）」を
設けることによって統制を改善することであった。推進役となる者が当該極の
日常的調整を確保する役割を負う。この極とは，県庁と郡庁の役人を含む専門
家のネットワークである。この専門家集団には，ワーキンググループとして
様々な地方事務分散機関〔＝国の地方出先機関〕の役人が付け加わる。様々な
報告が想定した別の解決策は，２００４年８月１３日法の中で採用されている。そ
れは一方で伝達義務を負う行為の数を減らすことと，他方で行為の情報伝達を
容易にすることであった。
地方分権は法治国家を脅かすことも減少させることもなかったのであり，地
方分権を介して論者はこの法治国家〔概念〕を再検討しなければならなかった
けれども，それはむしろ法治国家を発展させるものであった。以上から導かれ
ることは，法治国家は固定された与件ではなく，それどころか何らかの発展を
続けるものだということである。一定の時期に満足しうるように見えるものも，
別の時期にはもはやそうではなくなる。法治国家は常に再適応化されなければ
ならず，地方分権は，規範の問題を含めて，法治国家の再適応化にとって最も
寄与してきた行政的かつ法的な現象の１つなのである。地方分権と法治国家の
間の関係についての考察は，緊張が不可避的に存在することをも示す。法治国
家の問題は昔ほどには単純ではなく，当時は十分であったような理論的な分析
だけではもはや十分ではない。法治国家の問題は，今日の我々が暮らす法シス
テムを説明するに十分な広がりを持つテーマなのである。
（おおつ・ひろし＝本学教授）
３１） 権限の極は１９９０年から発達し始めた制度であるが，同一の責任のレベルに様々
な部局に属する当局に匹敵する補完的な権限を集合化させるものである。
地方分権と法治国家
（１２２）・４５
